
Ⅰ　結　果　の　概　要

（ 事業所規模１～４人 ）

１　きまって支給する給与

２　年間特別給与

表１　産業別、性別きまって支給する給与及び年間特別給与と支給割合

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

 令和元年７月における常用労働者１人あたりの平均きまって支給する給与額は調査産業

計で 158,533 円であった。性別では男子が 216,754 円、女子が 119,242 円で女子は男子の

55.0％であった。 

 産業別にみると、情報通信業が 262,756 円で最も高く、次いで学術研究，専門・技術サ

ービス業 218,387 円、建設業 209,622 円、製造業 189,892 円、不動産業，物品賃貸業 184,423

円、医療，福祉 182,033 円、卸売業，小売業 177,672 円、その他のサービス業 175,187 円、

生活関連サービス業，娯楽業 113,195 円、宿泊業，飲食サービス業 100,036 円、教育・学

習支援業 90,252 円 の順となっている。 

 全国と比較すると全国平均の 197,196 円を 100 とした場合、本県は 80.4 となっている。 

 平成 30 年８月から令和元年７月までの１年間に支払われた特別給与は 145,882 円で、これを令

和元年７月のきまって支給する給与に対する割合（以下、「支給割合」という）でみると 0.92 か

月であった。 

 男女別では、男子が 246,778 円（支給割合 1.14か月）、女子は 74,402円（支給割合 0.62 か月）

で女子は男子の 30.1％となっている。 

 全国と比較すると全国平均の 247,634円（支給割合 1.26か月）を 100とした場合、本県は 58.9％

となっている。 

きまって支給する給与 年 間 特 別 給 与 ( 勤 続 １ 年 以 上 )

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 支給割合 男 子 支給割合 女 子 支給割合

円 円 円 円 カ月 円 カ月 円 カ月

TL 調 査 産 業 計 158,533 216,754 119,242 145,882 0.92 246,778 1.14 74,402 0.62 

Ｃ 鉱業 ，採 石業 ，砂 利採 取業 - - - - - - - - -

Ｄ 建 設 業 209,622 233,981 146,236 64,548 0.31 65,027 0.28 63,286 0.43 

Ｅ 製 造 業 189,892 208,668 134,779 239,253 1.26 325,065 1.56 6,917 0.05 

Ｆ 電 気 ・ガス・熱 供 給 ・水 道業 - - - - - - - - -

Ｇ 情 報 通 信 業 262,756 303,336 151,250 294,437 1.12 382,000 - - -

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x x x x x x

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 177,672 226,535 130,195 193,827 1.09 319,077 1.41 63,622 0.49 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x x x x

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 184,423 221,766 135,130 304,569 1.65 425,331 1.92 125,362 0.93 

Ｌ 学術 研究 ， 専 門 ・技 術サービス業 218,387 267,023 176,022 299,853 1.37 335,936 1.26 267,273 1.52 

Ｍ 宿 泊 業，飲食サービス業 100,036 148,231 84,887 1,110 0.01 2,568 0.02 631 0.01 

Ｎ 生活関連サービス業 ， 娯 楽 業 113,195 142,942 108,954 11,066 0.10 5,635 0.04 11,841 0.11 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 90,252 146,632 69,721 117,195 1.30 297,003 2.03 52,090 0.75 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 182,033 290,831 161,039 166,114 0.91 363,833 1.25 141,681 0.88 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 175,187 203,757 133,761 204,840 1.17 220,348 1.08 184,162 1.38 

全国平均（調査産業計） 197,196 267,776 144,390 247,634 1.26 362,118 1.35 159,131 1.10 
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図１　きまって支給する給与の産業間比較 （調査産業計 ＝ 100）

３　出勤日数及び実労働時間

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

出　勤　日　数 １日の実労働時間

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 男 子 女 子

日 日 日 時間 時間 時間

TL 調 査 産 業 計 20.1 22.0 18.8 6.8 7.7 6.3 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - -

Ｄ 建 設 業 22.8 23.7 20.3 7.7 7.9 7.1 

Ｅ 製 造 業 22.6 22.1 24.1 7.5 7.8 6.9 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - -

Ｇ 情 報 通 信 業 21.0 21.8 18.8 8.0 8.4 7.0 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x x x

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 21.1 22.0 20.3 7.4 7.8 7.0 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x

Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 20.4 22.2 18.0 6.6 7.1 5.9 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービ ス業 20.9 21.1 20.7 7.6 7.8 7.4 

Ｍ 宿泊業，飲 食サ ービ ス業 18.5 22.6 17.2 5.8 7.2 5.4 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 18.7 20.7 18.4 6.5 8.1 6.3 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 14.6 16.8 13.8 5.1 6.1 4.7 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 21.4 22.8 21.1 7.2 7.4 7.1 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 21.9 22.9 20.4 7.3 7.8 6.6 

19.8 21.4 18.5 6.9 7.7 6.4 全国平均（調査産業計）

令和元年７月の出勤日数は 20.1 日で、男子が 22.0 日、女子が 18.8 日となっている。 

産業別にみると、建設業が 22.8 日と最も多く、最も少ないのは教育・学習支援業の 14.6

日となっている。また、１日の実労働時間は調査産業計で 6.8 時間である。  
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４　常用労働者

（調査産業計 ＝ 100）

図２　常用労働者の産業別構成

表３　産業別・性別常用労働者構成

 事業所規模１～４人における常用労働者は 24,978人であった。 

産業別にみると、卸売業，小売業が5,355人(21.4%)、宿泊業，飲食サービス業が4,490人(18.0%)、

生活関連サービス業，娯楽業が 2,616人(10.5%)、その他のサービス業が 2,195人(8.8%)、医療，

福祉が 1,902 人(7.6%)、学術研究，専門・技術サービス業が 1,874 人(7.5%)、教育・学習支援業

が 1,774 人(7.1%)、建設業が 1,526人(6.1%)、不動産業，物品賃貸業が 1,293人(5.2%)、製造業

が 725人(2.9%)、情報通信業が 427人(1.7%)の順となっている。  

また、性別では男子 40.3％、女子 59.7％と女子の割合が高い。最も女子の割合が高い産業は、

生活関連サービス業，娯楽業の 87.5％であった。 
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産業別構成（調査産業計＝100） 性別構成（男女計＝100）

産　　　　　業 計 男　　子 女　　子

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％ ％

TL 調 査 産 業 計 24,978 100.0 10,064 100.0 14,914 100.0 100.0 40.3 59.7 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - - - 

Ｄ 建 設 業 1,526 6.1 1,102 11.0 424 2.8 100.0 72.2 27.8 

Ｅ 製 造 業 725 2.9 541 5.4 184 1.2 100.0 74.6 25.4 

Ｆ 電気・ガス・熱供給 ・水 道業 - - - - - - - - -

Ｇ 情 報 通 信 業 427 1.7 313 3.1 114 0.8 100.0 73.3 26.7 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x x x x x x

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 5,355 21.4 2,639 26.2 2,716 18.2 100.0 49.3 50.7 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x x x x

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,293 5.2 736 7.3 557 3.7 100.0 56.9 43.1 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,874 7.5 872 8.7 1,002 6.7 100.0 46.5 53.5 

Ｍ 宿泊業，飲食サ ービ ス業 4,490 18.0 1,074 10.7 3,416 22.9 100.0 23.9 76.1 

Ｎ 生活関連サービス業 ，娯 楽業 2,616 10.5 326 3.2 2,290 15.4 100.0 12.5 87.5 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 1,774 7.1 474 4.7 1,301 8.7 100.0 26.7 73.3 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 1,902 7.6 308 3.1 1,594 10.7 100.0 16.2 83.8 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 2,195 8.8 1,299 12.9 896 6.0 100.0 59.2 40.8 

1,686,558 - 721,804 - 964,753 - 100.0 42.8 57.2 全国平均（調査産業計）

計 男 子 女 子
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